
































うになった。そして、大陸での内戦に敗退した国民党は、1949 年 12 月の台湾撤退によって大々
的な「反共文化政策」を実施することとなった。 
第 2 章「『反共文化政策』の推進と『中国化』の諸相（1950～1965）」では、国民党の遷台
後、「反共」が唯一の指標とされた環境下での「祖国文化」移植過程を論じた。また、同時期に
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おいて言語統一を目標とした国民党の言語政策の実態を、「国語」、「方言（閩南語・客家語）」、
「文字改革」から論じた。 
1950 年代以降は大陸での失敗を教育の失敗に起因すると結論付けた国民党によって「民族精
神教育」が強化され、その一方で、白色テロによる弾圧で左翼系の活動は壊滅状態に追い込ま
れた。他方、蒋介石によって『民生主義育楽両篇補述』が発表されたことで、道統の継承者と
しての国民党の地位が強調されると同時に「反共文化政策」が正当化された。蒋介石によって
「戦闘文学」が提唱され、政府の支援を受けて成立した中国文芸協会などが「民間」の立場か
らの協力し、大きな役割を果たした。一方、五四精神の再推進を願った羅家倫によって「簡体
字運動」も唱道されたものの、そのような試みは対岸の政策の影響を受けて挫折し、国語の推
進は台湾人の軍事動員の必要性から強化が図られ、「台湾語を媒介とした国語教育」もその姿を
消していった。また、日本統治の文化的影響下にあった台湾人に対しては、日本語や日本文化
が厳禁され、台湾人文化人は国語を習得するまで沈黙を強いられ続けた。政府による文化統制
や中国大陸の文化動向との断絶から、西洋文化への傾倒が急速に強まり、1960 年代初頭には「中
西文化論戦」が起こった。 
第 3 章「蒋介石の『中華文化復興運動』と国民文化の一元化（1966～1976）」では、蒋介石
の文化政策の集大成としての「中華文化復興運動」の展開について、文化復興委員会や教育部
文化局の活動から論じた。また、中華文化復興運動期の言語政策として、言語的一元化とマス
メディアの関わりについても明らかにした。 
大陸では 1966 年から文化大革命が発動されたが、同じ年の台湾ではその対抗運動として蒋
介石によって中華文化復興運動が開始された。中華文化復興運動は、国民党に対する各国の国
際的同情と支持を勝ち得るための外交的手段といった国際関係上の外交的需要に合致しただけ
でなく、同時に台湾社会の中国化、並びに倫理道徳の復興を基盤として企図された社会秩序の
確立とその維持といった国内的需要にも見合う政策として実施された。蒋介石を会長とする文
化復興委員会によって指揮された全国規模の文化復興運動は、民族固有の倫理道徳の復興を第
一に掲げるものであったが、その「中国本位の文化建設」は以前の新生活運動を継承・発展さ
せる運動でもあり、また、蒋介石による文化政策の歴史的な集大成とよべるものでもあった。
それは、大陸時代の国民党文化政策で中心的立場にあった陳立夫が文化復興委員会では再度主
導的役割を果たし、また、『国民生活須知』の推進などを通じて儒教倫理の復興が図られていっ
たことに現れていた。中華文化復興運動は国語推進政策にも大きな影響を及ぼし、文化復興に
とって方言は障害とみなされたために、蔡培火によって方言擁護の主張がなされたものの、
1976 年の広播電視法にはマスメディアの方言番組の削減条項が盛り込まれ、文化的一元化が促
進されていった。 
第 4 章「蒋経国の『本土化』政策と文化政策の変容（1977～1987）」では、蒋経国による「文
化建設」によって生じた文化行政の変化を検討し、それがいかに文化面での「本土化」（台湾化）
政策の嚆矢として位置づけられるのかについて検証した。しかし、言語政策では「統一」に固
執した結果、民主化後に噴出した言語問題の政治化がこの時期においていかに形成されたのか
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を論じた。 
1970 年代に深刻化した国府の外交危機は、国民党政権の「郷土（台湾）重視」の姿勢を強め
させることになり、従来型の国民党の文化政策にも変化が生じ始める。蒋経国は 1970 年代初
頭から政治面での「台湾化」（台湾籍政治家の抜擢・登用）に着手していたが、1975 年に父蒋
介石が逝去してからは、文化政策においても「台湾化」の可能性を模索するような動きが見受
けられるようになった。1977 年から開始した蒋経国の「文化建設」では、台湾研究者で台湾籍
の陳奇禄を文化行政のトップに抜擢し、文化センターを全省各地に建設するなど文化の地方分
権を重視した「本土化」の濫觴といえるような新しい文化潮流が確認できるようになっていっ
た。そのような文化政策の変化は、内戦状況下という「非常事態」が恒常化されていた台湾に
おいて、政治的抑圧構造の撤廃を目標とした政治・文化運動が 1979 年の美麗島事件以来高ま
っていくにつれ、あたかもそうした下からの民主化運動に対応するかのように起こった。やが
て、1987 年の戒厳令解除前後には、台湾土着の「民俗文化」も「国民文化」の一要素に加えら
れるようになったことで、国民党の文化政策は「台湾の地方文化を包摂した国民文化創造」の
方向性へと変化していった。しかしながら、他方、「公衆の場での発言は全て国語とする」こと
を規定した教育部の「語文法」草案には、依然として「統一化」を近代化及び文化政策の中心
に据えてきた国民党の特徴が見受けられた。とはいえ、その草案も反対を受けて廃案となり、
「統一化」を中心とした文化政策もその限界性が政府当局によってついに認識されるに至る。
そして、1980 年代以降の文化的な対立軸も、従来みられた「保守」（右）と「進歩」（左）から
次第に「統一」と「独立」へと変化していき、その後の台湾ナショナリズムの高揚へと拡大し
ていくことになった。 
 
以上、本研究による時系列の考察を通じて、国民党の文化政策には次のような変化が生じて
いたことが明らかとなった。つまり、「光復」後は「脱日本化」と「中国化」が進められていっ
たが、「中国化」をどのように進めるのかという「国民党文化政策における『五四新文化運動』
と『中国本位的文化建設』の相克の問題」（1945～1965）においては、保守派が優位に立って
いったことで雌雄が決せられ、それは蒋介石の中華文化復興運動の開始によって「国民党文化
政策における文化保守主義的傾向の歴史的連続性」（1966～1976）の顕然化へとつながってい
くこととなった。しかし、最終的に「蒋介石の『文化復興』から蒋経国の『文化建設』への移
行にみる文化政策の変容」（1977～1987）がもたらされたことで、「本土化」への変化が看取で
きるようになっていったのであった。 
本研究で得られた発見として最も強調すべき点は、1970 年代後半からの文化政策には質的な
変化が見受けられたことから、蒋介石の文化政策と蒋経国の文化政策には明確な差異が存在し
ていた、という事実である。国民党の文化政策には、国家元首の意向が文化政策の方向性に直
接反映されるという特徴が看取できるが、蒋介石が指揮した文化政策が民族の伝統文化に依拠
した「民族固有の伝統文化」の復興に重点を置いていたのに対して、蒋経国は明らかに政治面
での「本土化」政策と平行した形で、文化政策の「本土化」、すなわち「地方文化の国民文化化」
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が進められていった。このことは国民党文化政策にとって劇的な変化であったといえたが、国
民統合の目的において地方文化が重要視されたことは、1987 年以降の民主化プロセスのなかで
初の本省人総統となった李登輝による「本土化」の伏線となっていたことを示していたのであ
る。 
しかしながら、1970 年代以降、蒋経国によって始められた政治面・文化面での「本土化」は、
それまで長期に及んだ国民党式の一元的な民族主義を補正するには多少遅すぎたといえる。そ
の後、国民党式の中国民族主義は、1980 年代からは相反する民族主義―台湾ナショナリズム―
の挑戦を受けるようになり、その相克は現在にまで続いている。ここから考えると、国民党の
文化政策は多元的ではない一元的な民族主義の教義に固執したが故に蹉跌を招いた、といえる
のかもしれない。 
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